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令和 2 年度 厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

治療と就労の両立支援に対する「10 の質問」の有用性 
—令和 2 年度に愛媛労災病院を退院した就労者に対する評価

を通じて— 
研究分担者 宮内 文久 （愛媛労災病院） 

研究要旨 

目的：これからの治療と就労の両立支援を推進するために、患者さんが治療を受けな

がら働き続けるには何が問題なのかを明らかにする必要があると考え、「10 の質問」２）

を用いて検討する 
方法：愛媛労災病院に入院し治療を受け、令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31
日までの 1 年間に退院した患者さん 3263 人のうち、入院時に働いていて退院後も働

き続けたいと希望している 524 人（16.1％）に退院が決定した時期に「10 の質問」を配

布し、386 人（73.7％）から回答を得た。「10 の質問」の構成は質問 1 から質問 10 ま

での大項目と、それぞれの大項目の中には複数の下位項目が設定されている。大項

目でも下位項目でも質問全てにそれぞれ「はい」か「いいえ」で答えることとなっている

ことから、陽性率は 386 人に対する比率で算出した。 
結果：「10 の質問」に対する回答で「はい」と回答を得た質問で最も多かったのは、質

問 1「病気による症状や後遺症、治療などにより、業務を行う能力に影響があることで、

仕事の継続や職場復帰に困難を感じますか？」で、17.4％であった。次に、質問2「病
気によって、不安などの心理的な変化が起こったことで、仕事の継続や職場復帰に困

難を感じますか？ 」で、14.8％であった。その次が質問 4「自主的な取り組み（意欲、

職場への働きかけ、自主トレーニングなど）の不足が理由で、仕事の継続や職場復帰

に困難を感じますか？」で、6.7％であった。一方、最も「はい」の回答が少なかったの

が質問 8「家族や地域に関する問題が理由で、仕事の継続や職場復帰に困難を感じ

ますか？」で、1.0％であった 
考察：今回の検討で「治療と就労の両立」支援を進めていく過程で障害となっているの

は、質問 1「病気による症状や後遺症、治療などにより、業務を行う能力に影響がある

ことで、仕事の継続や職場復帰に困難を感じますか？」、質問 2「病気によって、不安

などの心理的な変化が起こったことで、仕事の継続や職場復帰に困難を感じます

か？」、質問４「自主的な取り組み（意欲、職場への働きかけ、自主トレーニングなど）

の不足が理由で、仕事の継続や職場復帰に困難を感じますか？」で「はい」と答えた

のが上位を占めていた。これらの質問に関する回答結果は、病気になったことである

いは治療に伴う変化で肉体的にも精神的にも低下した能力を就労に結びつく段階ま

でに回復するには、入院している期間だけでは十分ではない可能性を示している。 
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Ａ.はじめに 
患者が治療と職業生活の両立を図る

目的で、医療と職場との連携が推進され

てきた。そこで、労働者健康安全機構は

癌、糖尿病、脳卒中、メンタルヘルスの 4
分野をモデル分野と定め、両立支援を

展開してきた１）。ただ、愛媛労災病院は

これらの 4 分野に限定することなく、全て

の患者さんを治療と就労の両立支援の

対象と定め、これまで取り組んできた。そ

の成績を振り返り、これからの治療と就

労の両立支援を推進するために、患者さ

んが治療を受けながら働き続けるには何

が問題なのかを明らかにする必要がある

と考え、「10 の質問」２）を用いて検討する

こととした。 
 
Ｂ.対象と方法 
愛媛労災病院に入院し治療を受け、令

和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31
日までの 1 年間に退院した患者さん

3263 人のうち、入院時に働いていて

退院後も働き続けたいと希望してい

る 524 人（16.1％）に退院が決定した

時期に「10 の質問」を配布し、386 人

（73.7％）から回答を得た。「10 の質

問」の構成は質問 1 から質問 10 まで

の大項目と、それぞれの大項目の中に

は複数の下位項目が設定されている。

大項目でも下位項目でも質問全てに

それぞれ「はい」か「いいえ」で答え

ることとなっていることから、陽性率

は 386 人に対する比率で算出した。な

お、回答用紙は無記名で病棟の回収箱

に投函することで回収し、回答によっ

て治療や退院後の対応に影響を受け

ないことを口頭で説明した。これらの

過程は愛媛労災病院倫理審査委員会

の審査を受け、基準に従って実施した

（第 94 号）。 
 386 人の性別、年代別、診療科別の

構成を図 1 に示す。また、診療科別に

検討可能であった症例 336 人の詳細

を表 1 に示す。検討対象の多くは消化

器内科、整形外科、歯科・口腔外科、

婦人科であった。なお、今回の検討対

象からは産科で入院治療を受けた患

者を除外した。 
 
Ｃ.結果 
「10 の質問」に対する回答で「はい」

と回答を得た質問で最も多かったの

は、質問 1「病気による症状や後遺症、

治療などにより、業務を行う能力に影

響があることで、仕事の継続や職場復

帰に困難を感じますか？」で、17.4％

（67/386人）であった。次に、質問 2

「病気によって、不安などの心理的な

変化が起こったことで、仕事の継続や

職場復帰に困難を感じますか？ 」で、

14.8％（57/386人）であった。その次

が質問 4「自主的な取り組み（意欲、

職場への働きかけ、自主トレーニング

など）の不足が理由で、仕事の継続や

職場復帰に困難を感じますか？」で、

6.7％（27/386 人）であった。一方、

最も「はい」の回答が少なかったのが

質問 8「家族や地域に関する問題が理

由で、仕事の継続や職場復帰に困難を

感じますか？」で、1.0％（4/386 人）

であった（表２、図 2）。 

 「10 の質問」には質問項目ごとに、
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さらに 5〜8 項目の下位項目が設定さ

れていることから、下位項目で「はい」

と数多く回答された質問を拾い上げ

てみると､最も多い回答が大項目質問

2 の下位項目「症状の再発や治療に対

して不安・心配がある」で、9.1％であ

った。次いで、大項目質問 1の 

下位項目「疲労・体力低下がある」で、

8.8％であった。その次が大項目質問 1

の下位項目「身体の機能の低下がある

（運動麻痺、心機能低下など）」で

5.7％、大項目質問 2 の下位項目「業

務に復帰することに自信が持てない」

で 5.2％、であった。これらの回答は

治療に伴う変化であり、上位を占めた。

一方、回答率第 5位「自分から職場に、

配慮を申し出ることが十分に出来な

い」、第 6 位「職を失うかもしれない

という恐れがある」、第 8 位「上司か

らの共感が不十分である」などの回答

は、事業所への対応を求めるものであ

り、事業所と患者・事業所と医療スタ

ッフとの緊密な連携を必要とする課

題と考えられる（表 3）。 

 「10の質問」の回答率が男女によっ

て異なるかを検討した。女性は男性に

比較して，質問 1「病気による症状や

後遺症、治療などにより、業務を行う

能力に影響があることで、仕事の継続

や職場復帰に困難を感じますか？」、

質問 2「病気によって、不安などの心

理的な変化が起こったことで、仕事の

継続や職場復帰に困難を感じます

か？」、質問 4「自主的な取り組み（意

欲、職場への働きかけ、自主トレーニ

ングなど）の不足が理由で、仕事の継

続や職場復帰に困難を感じますか？」

との上位 3質問に対して全て女性の回

答率が男性を上回ったが、有意の差で

はなかった（図 3）。 

 「10の質問」に対する回答を 20歳・

30歳代、40歳・50歳代，60歳・70歳

代と 3群に分けて検討したが、年代別

による回答率に有意の差を認めなか

った（図 4）。 

 「10の質問」に対する回答を診療科

別に検討すると、循環器内科と婦人科

の患者は質問 1「病気による症状や後

遺症、治療などにより、業務を行う能

力に影響があることで、仕事の継続や

職場復帰に困難を感じますか？」、質

問 2「病気によって、不安などの心理

的な変化が起こったことで、仕事の継

続や職場復帰に困難を感じますか？」

の回答が高率であった。次いで、整形

外科は循環器内科と婦人科につぐ回

答率であった。一方、外科は回答が最

も低率であり、消化器内科がやや低率

であった（図５）。 

 
D.考察 
今回の検討で「治療と就労の両立」支

援を進めていく過程で障害となって

いるのは、質問 1「病気による症状や

後遺症、治療などにより、業務を行う

能力に影響があることで、仕事の継続

や職場復帰に困難を感じますか？」、

質問 2「病気によって、不安などの心

理的な変化が起こったことで、仕事の

継続や職場復帰に困難を感じます

か？」、質問４「自主的な取り組み（意

欲、職場への働きかけ、自主トレーニ
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ングなど）の不足が理由で、仕事の継

続や職場復帰に困難を感じますか？」

で「はい」と答えたのが上位を占めて

いた。これらの質問に関する回答結果

は、病気になったことであるいは治療

に伴う変化で肉体的にも精神的にも

低下した能力を就労に結びつく段階

までに回復するには、入院している期

間だけでは十分ではない可能性を示

していると考えた。下位項目の回答の

中には第 1位「症状の再発や治療に対

して不安・心配がある」（質問 2）、第

2 位 「疲労・体力低下がある」（質問

1）、第 3位「身体の機能の低下がある

（運動麻痺、心機能低下など）」（質問

1）、第 7位「病気・治療による運動の

制限がある」（質問 1）など治療に関す

る内容が上位を示していたことが、そ

の証左と考える。両立支援には医療の

確実な展開が必要であるものの、近年

の急性期病院では在院日数が短縮し

ていることから、入院中からきめ細や

かな対応が必要と考える。 

 今回の検討結果から、両立支援に際

して男女の差や年代の差は認められ

なかった（図 3、図 4）。しかし、診療

科によって対応が異なり、高回答群が

循環器内科と婦人科で、中回答群が整

形外科、低回答群が消化器内科と外科

であった。高年齢群は循環器内科、消

化器内科、外科であることから、高齢

者が必ずしも両立支援が困難である

可能性は低いと推測している。この診

療科による変化の原因は不明であり、

診療科の特性に由来するのかもしれ

ないが、詳細は今後の検討に待ちたい

と考えている。 

 ところで、「10 の質問」に対する回

答で、質問６「職場の理解や配慮、気

遣いといった受け入れの姿勢が理由

で、仕事の継続や職場復帰に困難を感

じますか？」に対する回答も多く､下

位項目での回答を見ても第 5位「自分

から職場に、配慮を申し出ることが十

分に出来ない」（質問 4）、第 8 位「上

司からの共感が不十分である」（質問

6）、第 12 位「職場から復職の期待を

感じない」（質問 3）、「自分から職場に

自分の状況を十分にアピールが出来

ない 」（質問 4）など、患者と職場と

の連携に関する内容が上位を占めて

いた。就労者は入院前から家庭に対す

るよりもむしろ職場に配慮すること

が多く３）４）、職場から多くの影響を

受けやすい立場にあると考えている。

愛媛労災病院では両立支援に際して

は、患者・家族に医療スタッフと事業

所スタッフを交えた 3者面談を進めて

きたが５）、今回の検討結果から職場

の理解を得て両立支援を推進するた

めにも 3者面談は必要不可欠と考えた。

また、愛媛労災病院では治療就労立支

援委員会を毎月開催し、情報共有の場

として活用している。なお、職場の上

司や同僚は医学的知識に乏しく、患者

の病像を正しく理解できていない可

能性や患者の訴えを正しく理解する

ことの困難さがあると考えられる。そ

こで、両立支援には職場の産業医や保

健師の活用して、治療と就労の両立を

目指している就労者を支え、上司や同

僚には疾病の知識を増やすことが重
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要と考える。 

 愛媛労災病院では小規模事業所の

健康診断後の事後措置に取り組んで

おり、令和 2 年度は 66 事業所 516 人

のうち 181人に対して受診勧奨を行っ

た。このような取り組みも病院と事業

所を繋ぐ一手段となり、両立支援に対

する補助機能として機能すれば有用

だと考えている。 
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表 1 対象者の内訳 

 
 
 
 

図 1 対象 
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表 2 「10 の質問」に対する回答 
 

図 2 「10 の質問」に対する回答 
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表 3 「10 の質問」下位項目に対する回答 
 

図 3 「10 の質問」に対する男女の差 
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図 4 「10 の質問」に対する年代の差 
 

図 5 「10 の質問」に対する診療科の差 
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愛媛労災病院における両立支援時の流れ図 
 
 


